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平成28年２月12日 

各  位 

会 社 名 ミ ヨ シ 油 脂 株 式 会 社 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長 堀 尾 容 造 

 （コード：4404 東証第一部） 

問合せ先 取締役執行役員経理財務部長 山 下 史 生 

 （TEL．03－3603－1149） 
 
 

持分法適用関連会社の異動（株式譲渡）に関するお知らせ 

 
 

当社は、平成28年２月12日開催の取締役会において、当社の持分法適用関連会社であるミヨシ石鹸株式会

社（以下「同社」といいます。）の株式のうち当社が保有している全株式について、同社が実施する自己株式

取得に伴い同社へ譲渡することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

これにより、同社は当社の持分法適用関連会社の範囲から除外される予定であります。 

 

記 

 

１． 異動の理由 

昭和 60 年当時の石鹸洗剤業界は、消費者ニーズの個性化が、一層進む中で需要は低迷し、企業間の販売競

争が、一段と熾烈の度を深め、特に衣料用粉末洗剤、台所用液体洗剤等の市場価格は混乱状態で推移しており

ました。 

このような環境の中で、当社の石鹸・洗剤部門の販売面の効率化を図るため、昭和61年10月に玉の肌石鹸

株式会社と共同出資によりミヨシ株式会社を設立、当社当部門の販売と玉の肌石鹸株式会社の一般販売部門の

業務を移管し、家庭用トイレタリー商品の総合販売会社として発足させました。これにともない、販売の合理

化、商品企画の充実、天然油脂を原料にした石鹸類を中心とした付加価値製品の開発、拡売、不採算製品の整

理等体質強化のための諸施策を推進いたしました。 

生産面においては、当社の脂肪酸事業にも多大なる影響のある石鹸事業の存続を図るため、より小回りの利

く企業体質への転換と徹底した合理化による生産性の向上を推進する上から、平成８年 10 月にミヨシ石鹸製

造株式会社を設立し、営業譲渡を行いました。 

平成 15 年１月にミヨシ株式会社およびミヨシ石鹸製造株式会社を合併し、商号をミヨシ石鹸株式会社に変

更し現在に至っております。 

当社の石鹸・洗剤部門から引き継がれた衣料用洗剤、台所用液体洗剤等の販売については、今後より一層厳

しい状況になると予想されます。このような環境のなかで、将来における同社および玉の肌石鹸株式会社の再

構築を含め、現段階で同社へ譲渡することが望ましいとの判断に至りました。 
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２．異動する持分法適用関連会社の概要 

（１） 名 称 ミヨシ石鹸株式会社 

（２） 所 在 地 東京都墨田区緑三丁目８番１２号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 三木 晴信 

（４） 事 業 内 容 石鹸類、香粧品の製造販売 

（５） 資 本 金 300百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和61年10月１日 

（７） 大株主及び持株比率 
玉の肌石鹸株式会社 3,600株 60％ 

ミヨシ油脂株式会社 2,400株 40％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 当社は当該会社の株式を40％保有しております。 

人 的 関 係 当社の役員は当該会社の役員を兼務しております。 

取 引 関 係
当社は当該会社の間に製品の販売および仕入、不動産の

賃貸関係があります。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成25年12月期 平成26年12月期 平成27年12月期 

 純 資 産 1,231百万円 1,321百万円 1,399百万円

 総 資 産 2,546百万円 2,637百万円 2,682百万円

 １ 株 当 た り 純 資 産 205,256円 220,274円 233,178円

 売 上 高 3,859百万円 4,091百万円 4,032百万円

 営 業 利 益 269百万円 240百万円 225百万円

 経 常 利 益 204百万円 172百万円 141百万円

 当 期 純 利 益 93百万円 81百万円 77百万円

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 15,541円 13,639円 12,954円

 １ 株 当 た り 配 当 金 ―円 ―円 ―円

 

３．譲渡株式数及び譲渡前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 2,400株（議決権所有割合40％） 

（２） 譲 渡 株 式 数 2,400株（概算譲渡価額550百万円） 

（３） 異動後の所有株式数 0株（議決権所有割合 0％） 

 

４．日 程 

（１） 株式譲渡契約締結予定日 平成28年３月 18日 

（２） 株 式 譲 渡 日 平成28年３月 30日 

 

５．今後の見通し 

本件株式譲渡により平成28年12月期第１四半期累計期間におきまして、個別で関係会社株式売却益として

概算で430百万円の特別利益を計上する予定でありますが、連結業績への影響は軽微であります。 

本件株式譲渡を含めた平成28年12月期の業績予想につきましては、本日発表の業績予想に織り込んで開示

しております。 

以  上 


